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注 記 事 項 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 

（平成18年８月31日） 

前中間会計期間末 

（平成17年８月31日） 

前 事 業 年 度 末         

（平成18年２月28日） 

※ 1.有形固定資産の減価償却累計額 

185,417千円      

※ 1.有形固定資産の減価償却累計額 

170,939千円     

※ 1.有形固定資産の減価償却累計額 

182,652千円     

※2.担保に供している資産 

その他有形固定資産 7,806千円 

土地 972,914千円 

 計 980,721千円 

 

上記に対応する債務 

1年内返済予定 

長期借入金 150,000千円 

計 150,000千円 

 

上記担保に供している資産のうち「土地」 

972,914千円は、(協)靴下屋共栄会の借入金

628,335千円を担保するため差し入れてお

ります。 

※2.担保に供している資産 

その他有形固定資産 8,087千円 

土地 972,914千円 

 計 981,001千円 

 

上記に対応する債務 

1年内返済予定 

長期借入金 172,200千円 

計 172,200千円 

 

上記担保に供している資産のうち「土地」

972,914千円は、(協)靴下屋共栄会の借入金

420,355千円を担保するため差し入れてお

ります。 

※2.担保に供している資産 

その他有形固定資産 7,946千円

土地 972,914千円

計 980,861千円

 

上記に対応する債務 

1年内返済予定 

長期借入金 150,000千円

計 150,000千円

 

上記担保に供している資産の「土地」のう

ち938,834千円は、(協)靴下屋共栄会の借入

金509,807千円を担保するため差し入れて

おります。 

3.偶発債務 

他社の金融機関からの借入金に対

して次の通り保証を行っております。 

 (協)靴下屋共栄会       678,335千円 

 DANSOX UK Co.,Ltd.      21,075千円 

3.偶発債務 

他社の金融機関からの借入金に対

して次の通り保証を行っております。

 (協)靴下屋共栄会       420,355千円

3.偶発債務 

他社の金融機関からの借入金に対

して次の通り保証を行っております。

(協)靴下屋共栄会       509,807千円

※ 4.消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

※ 4.消費税等の取扱い 

同左 

※ 4.  

―――― 

※5.その他有価証券評価差額金 

外貨建出資金の取得原価に係る換

算差額によるものであります。 

なお、評価差額は全部資本直入法に

より処理しております。 

※5.その他有価証券評価差額金 

同左 

※5.その他有価証券評価差額金 

同左 
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（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間         前中間会計期間         前 事 業 年 度         

(
自 平成18年３月１日

至 平成18年８月31日) (
自 平成17年３月１日

至 平成17年８月31日) (
自 平成17年３月１日

至 平成18年２月28日) 

※ 1.営業外収益の主要項目 

受取利息 1,909千円 

受取地代 27,000千円 

※ 1.営業外収益の主要項目 

受取利息 2,038千円

受取地代 25,400千円

※ 1.営業外収益の主要項目 

受取利息                4,099千円

受取地代               52,400千円

※ 2.営業外費用の主要項目 

支払利息 6,382千円 

※ 2.営業外費用の主要項目 

支払利息 5,407千円

※ 2.営業外費用の主要項目 

支払利息               10,913千円

※ 3. 

――――― 

 

※ 3.特別利益の主要項目 

固定資産売却益   13,861千円

※ 3.特別利益の主要項目 

固定資産売却益      13,861千円

※ 4.特別損失の主要項目 

固定資産除却損 7,321千円 

減損損失 48,658千円  

※ 4.特別損失の主要項目 

固定資産除却損 10,115千円

リース解約損 2,491千円

退店違約金 12,000千円 

※ 4.特別損失の主要項目 

固定資産除却損 26,189千円

リース解約損 20,310千円

退店違約金 15,588千円 

5.減損損失 

当中間会計期間において、当社は以

下の資産グループについて減損損失

を計上いたしました。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（千円） 

関東地区 
直営店舗 

(９店舗) 

什器・

備品他
10,789 

近畿地区 
直営店舗 

（５店舗） 

リース

資産他
29,611 

その他地区 
直営店舗 

（４店舗） 

リース

資産他
8,256 

合計 48,658 

当社は、キャッシュ・フローを生み

出す最小単位として、店舗を基本単位

とした資産のグルーピングを行って

おります。また、店舗を管理するため

の事務所、店舗へ商品を供給する物流

施設等については共用資産としてお

ります。 

営業活動から生ずる損益が継続し

てマイナスである資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（48,658千円）と

して特別損失に計上しております。 

その内訳は、リース資産22,553千

円、什器・備品17,091千円、その他 

9,013千円であります。 

なお、当資産グループの回収可能価

額は固定資産の使用価値により算定

しており、将来キャッシュ・フローに

基づく使用価値がマイナスであるも

のは回収可能価額を零として評価し

ております。 

5. 

――――― 

5. 

――――― 
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当中間会計期間         前中間会計期間         前 事 業 年 度         

(
自 平成18年３月１日

至 平成18年８月31日) (
自 平成17年３月１日

至 平成17年８月31日) (
自 平成17年３月１日

至 平成18年２月28日) 

6.当社の売上高は、取扱い商品が防寒

という機能を持つ靴下のため、上半期

に比べ下半期に販売される割合が大き

くなっております。従いまして事業年

度の上半期の売上高と下半期の売上高

との間には著しい相違があり、上半期

と下半期の業績に季節的変動がありま

す。 

6. 

同左 

6. 

――――― 

7.減価償却実施額 

有形固定資産 17,815千円 

無形固定資産 139千円 

7.減価償却実施額 

有形固定資産 17,664千円

無形固定資産 104千円

7.減価償却実施額 

有形固定資産         39,201千円

無形固定資産           209千円

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

1. 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 1,735 ― ― 1,735
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（リ ー ス 取 引 関 係） 

当中間会計期間 前中間会計期間 前 事 業 年 度 

(
自 平成18年３月１日

至 平成18年８月31日) (
自 平成17年３月１日

至 平成17年８月31日) (
自 平成17年３月１日

至 平成18年２月28日 ) 

リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却
累計額相当額、減損損失累計額相当額及
び中間期末残高相当額 

 
有形固定資産「その他」 
取 得 価 額 相 当 額             403,399千円 
減価償却累計額相当額             185,708千円 
減損損失累計額相当額             17,994千円 
中間期末残高相当額             199,696千円 

 
無形固定資産（ソフトウェア） 
取 得 価 額 相 当 額            16,131千円 
減価償却累計額相当額             4,578千円 
減損損失累計額相当額             ―千円 
中間期末残高相当額             11,553千円 

 
合   計 
取 得 価 額 相 当 額            419,531千円 
減価償却累計額相当額             190,287千円 
減損損失累計額相当額             17,994千円 
中間期末残高相当額             211,249千円 

 
2.未経過リース料中間期末残高相当額及び

リース資産減損勘定中間期末残高 
未経過リース料中間期末残高相当額 
１ 年 内   68,755千円 
１ 年 超 145,595千円 
合 計   214,350千円 
リース資産減損勘定中間期末残高 
   14,889千円 

 
3.支払リース料、リース資産減損勘定の取
崩額、減価償却費相当額、支払利息相当
額及び減損損失 
支 払 リ ー ス 料         41,841千円 
リース資産減損勘定の取崩額          
 7,663千円 
減価償却費相当額 39,256千円 
支払利息相当額         2,425千円 
減 損 損 失         22,553千円 

 
4.減価償却費相当額及び利息相当額の算定
方法 

・減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 
・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価
額相当額の差額を利息相当額とし、各期
への配分方法については、利息法によっ
ております。 

 
オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 
１    年    内 1,646千円 
１    年    超 2,881千円 

合     計 4,527千円  

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却
累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 
 
有形固定資産「その他」 
取 得 価 額 相 当 額            414,676千円 
減価償却累計額相当額             179,992千円 
中間期末残高相当額             234,683千円 

 
 
無形固定資産（ソフトウェア） 
取 得 価 額 相 当 額            13,248千円 
減価償却累計額相当額             4,593千円 
中間期末残高相当額             8,655千円 

 
 
合   計 
取 得 価 額 相 当 額            427,924千円 
減価償却累計額相当額             184,586千円 
中間期末残高相当額             243,338千円 

 
 
2.未経過リース料中間期末残高相当額 
 
 

１ 年 内     81,253千円 
１ 年 超 165,769千円 
合 計   247,023千円 

 
 
 
3.支払リース料、減価償却費相当額及び支
払利息相当額 

 
支 払 リ ー ス 料         52,062千円 
減価償却費相当額 48,356千円 
支払利息相当額         2,704千円 

 
 
 
 
4.減価償却費相当額及び利息相当額の算
定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 
同左 
 

・利息相当額の算定方法 
同左 
 
 
 

 
オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 
１    年    内 1,646千円
１    年    超 4,527千円

合     計 6,174千円 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
 
有形固定資産「その他」 
取 得 価 額 相 当 額            430,772千円
減価償却累計額相当額            191,395千円
期 末 残 高 相 当 額            239,377千円

 
 
無形固定資産（ソフトウェア） 

取 得 価 額 相 当 額             20,183千円
減価償却累計額相当額              6,611千円
期 末 残 高 相 当 額             13,571千円

 
 
合   計 
取 得 価 額 相 当 額            450,955千円
減価償却累計額相当額            198,006千円
期 末 残 高 相 当 額            252,949千円

 
 
2.未経過リース料期末残高相当額 
 
 

１ 年 内 82,147千円
１ 年 超 174,349千円
合 計   256,497千円

3.支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額 

 
支払リース料          100,678千円
減価償却費相当額 93,746千円
支払利息相当額 5,454千円

 
 
 
 
4.減価償却費相当額及び利息相当額の
算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 
同左 
 

・利息相当額の算定方法 
同左 
 
 
 

 
オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 
１    年    内 1,646千円
１    年    超 3,704千円

合     計 5,350千円 
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（有価証券関係） 

当中間会計期間末（平成18年８月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前中間会計期間末（平成17年８月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度末（平成18年２月28日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

（継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況） 

当中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

該当事項はありません。 

 

前中間会計期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日） 

該当事項はありません。 

 

前事業年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

該当事項はありません。 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 


